




(4) (5)

～土砂災害で犠牲者を出さないために～

  社会環境の複雑化や自然災害の多様化・大型化が進む中で、土砂災害で犠牲者を出さないために必要な方法も

様々に変化してきています。私たちは行政と住民の間に立ち、その変化を敏感に受け止めながら、地域特性に応

じた防災力向上の方策を皆様と一緒に考え実践して参ります。

◇目 的

　この法人は、日本各地で頻発している土石流、地すべり、がけ崩れ、火山泥流、雪崩などに起因する自然災害

に関し、行政や関係団体と密接な連携をはかり、危険地域に住む人々はもとより広く国民に対して、災害の実態、

災害防止策・早期避難の重要性等に関する知識についての啓発・普及活動、技術交流の促進等を通じ、人命と財

産の保全及び地域の安全の確保並びに環境の保全に貢献することを目的とする。

◇事業の種類

 (1) 地域防災事業や環境の保全を図る活動等に関し、学生を対象に実施する現場体験実習「キャンプ砂防」等の

     インターンシップ事業の活動及び支援

 (2) 土砂災害防止に関し、小・中学生や一般住民を対象に開催される研修会、見学会、講演会、体験学習等の防

     災学習の活動及び支援

 (3) 土砂災害の恐れがある地域の住民及び一般国民に対し、地域防災力向上に関する活動及び支援

 (4) 土砂災害防止に関し、広く一般住民の意識向上を図るために開催する式典・フォーラム・シンポジウム等の

     活動及び支援

 (5) 地域の歴史、風土、暮らし・文化、更に、土砂災害とその対策等を学習するための砂防フィールドミュージ

     アム活動の支援

 (6) 砂防関係工事現場及び危険区域及び周辺住民の安全を確保するため、ＩＣＴ等の情報提供手法と開発に関する

     活動及び支援

 (7) 砂防及び土砂災害防止広報技術の調査・研究・開発

 (8) 砂防及び土砂災害防止に関する国内外技術交流活動の支援

 (9) 土砂災害に関わる環境保全活動及び支援

(10) 大規模な土砂災害等が発生した場合の救援活動及び支援

(11) その他目的を達成するために必要な事業
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ＮＰＯ法人　土砂災害防止広報センター（ＳＰＣ）  《概要》

～言葉はわかりやすく、つくる輪は親しみやすく～

  一般の方々に、土砂災害とその対策について理解していただくこと、またその理解を通じて防災意識を醸成・維

持していただくことは、簡単なことではありません。私たちが砂防の広報に携わって 30年以上、これまでに培った

経験と知識を多面的に活かし、様々な活動の支援や資機材の提供を行います。

業務紹介

営団地下鉄半蔵門線「水天宮前」駅

　 （東京シティエアターミナル内経由）徒歩 3分

都営地下鉄新宿線「浜町」駅徒歩 8分

営団地下鉄日比谷線・都営地下鉄浅草線

　　　　　　　　　　　  「人形町」駅徒歩 10 分

〒103-0008  東京都中央区日本橋中洲 4番 11 号  

   TEL 03-5614-1114（代表）  FAX 03-5614-1109

  自分たちの命は自分たちで守る。その意識を地域で共有するため、地域住民の皆様、小・中学校教育の場を舞台

として教職者と児童・生徒を対象に土砂災害への備えを学ぶ機会創出を支援します。

◇実施例

  「学習指導要領」（平成 20年 3月）が改訂されて以降、小・中学校での社会科や理科の教科書では自然災害に関す

る記載が充実しています。それを踏まえ、地域防災力の向上を下支えする砂防部局と実際の教育現場のそれぞれの

課題を抽出・解決することに主眼を置き、相互にとって最良な形での防災教育の推進を継続的に支援しています。

それぞれの課題を踏まえた防災教育支援イメージ

身近な飲食物を用いて火山活動を学ぶ パソコンモニターに資料を映して授業に臨む

防災教育の推進１

教育現場の課題 資料提供者の課題

●時間がない
●特別な時間を確保するの

　ではなく、通常の授業と

　関連づける。

●児童が興味・関心を持ち、

　わかりやすい身近な教材

　とする。

●先生の参考となる教えや

　すい資料とする。

…各教科の授業時数が増加
し、総合的な学習の時間
の減少に伴い、防災教育
の時間確保が厳しい。

●教材がない

…仮に防災教育を実践した
くても、児童に効果的に
教えるための教材がない。

●詳しくない

授業で使えるよう

教科書の内容に則す

身近な教材とするため

地域に特化する

教科書との関連が

わかるようにする

…防災に関する事項が教科
されたが、地域の自然災
害などについて必ずしも
詳しくない。

●全校支援できない

…地域の全ての学校を対象
に継続的な支援を行うこ
とは、人員的・時間的制
約等から厳しい。

●活用されない

…これまでに副読本等資料
を作成するも、広く継続
的に活用されていない。

●わからない

…出前講座（ゲストティー
チャー）等を実施しても、
児童の発達段階に即した
教え方がわからない。




































